
○大府市自主点検報告表示制度実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、消防法（昭和２３年法律第１８６号。以下「法」という。）第８条

の２の２第１項に規定する防火対象物定期点検報告制度（以下「定期点検報告制度」と

いう。）の対象とならない旅館、ホテル等について、その防火管理者（法第８条第１項

に規定する者をいう。以下同じ。）が防火管理業務及び消防用設備等の設置状況を自主

的に点検し、防火上一定の基準に適合している旨を表示する制度（以下「自主点検報告

表示制度」という。）の実施に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （対象） 

第２条 自主点検報告表示制度の対象となる防火対象物（以下「自主点検防火対象物」と

いう。）は、定期点検報告制度の対象とならない旅館、ホテル等のうち、次の各号のい

ずれにも該当するものとする。 

 ⑴ 法第８条第１項の規定の適用があるもの 

 ⑵ 階数が３以上のもの 

 （点検基準） 

第３条 自主点検は、防火自主点検基準（別表第１。以下「点検基準」という。）により、

行わなければならない。 

 （点検の実施者） 

第４条 自主点検は、それを実施しようとする自主点検防火対象物の防火管理者又は法第

８条の２の２第１項に規定する防火対象物点検資格者が実施しなければならない。 

 （点検期間） 

第５条 自主点検は、１年に１回行わなければならない。 

 （点検報告等） 

第６条 自主点検防火対象物の管理権原者（以下「防火対象物管理権原者」という。）は、

自主点検の実施結果について、防火自主点検結果報告書（第１号様式）に防火自主点検

票（第２号様式）を添えて、消防長に報告しなければならない。 

２ 消防長は、前項の規定により報告を受けた自主点検の実施結果について、点検基準に

適合していないと認めるときは、火災予防査察等により是正指導を行うものとする。 

 （防火自主点検済証の表示等） 

第７条 消防長は、前条第１項の報告の結果、点検基準に適合していると認めるときは、

当該防火対象物管理権原者に対し、防火自主点検済証表示認定通知書（第３号様式）に

防火自主点検済証（以下「点検済証」という。）を添えて、通知するものとする。 

２ 前項の通知を受けた防火対象物管理権原者は、点検済証を表示することができる。 

３ 点検済証は、次のとおりとする。 

⑴ 防火管理者が点検を行ったとき 別図１ 

⑵ 防火対象物点検資格者が点検を行ったとき 別図２ 

４ 点検済証の有効期間は、原則として交付の日から１年とする。 

 （点検済証の取外し） 



第８条 消防長は、点検済証の表示をしている自主点検防火対象物が次の各号のいずれか

に該当するときは、当該防火対象物管理権原者に対し、点検済証を取り外すよう指導す

るものとする。 

⑴ 第５条の規定に違反したとき。 

⑵ 第６条の規定により報告された自主点検の実施結果が、点検基準に適合していない

と認めるとき。 

⑶ 火災予防査察等により、点検基準に適合していないと認めるとき。 

（委任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、消防長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成１５年１０月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１７年１２月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２１年１１月１８日から施行する。 

 

 

 



別表第１（第３条関係） 
防火自主点検基準 

点検項目 点  検  基  準 

防火管理関係届出の有無 
消防法施行規則（昭和３６年自治省令第６号）第３条第１項及び第４条第１項

の届出がされていること。 

消防計画の実施 

・消防法施行規則第３条第１項各号に定める事項のうち、旅館、ホテル等の消

防計画に定められている事項が定められたとおり適切に実施されていること。

・防火管理業務の一部を委託している場合は、消防法施行規則第３条第２項に

定める事項が旅館、ホテル等の消防計画に定められていること。 

・防火対象物の管理について権原が分かれている場合は、消防法施行規則第３

条第３項に定める事項が旅館、ホテル等の消防計画に定められていること。 

・地震防災対策強化地域として指定された地域の旅館、ホテル等である場合は、

消防法施行規則第３条第４項に定める事項が、旅館、ホテル等の消防計画に定

められていること。 

・消火及び避難訓練を年２回以上実施していること。 

・消火及び避難訓練の実施に当たり消防機関に通報していること。 

共同防火管理協議事項の

作成及び届出の有無 

消防法施行規則第４条の２第１項に規定する事項が定められ、同条第２項の規

定による届出がされていること。 

避難上必要な施設等の維

持管理 

消防法第８条の２の４に規定する避難上必要な施設及び防火戸について、適切

に管理されていること。 

防炎物品の表示 
防炎対象物品に、消防法第８条の３第２項、第３項及び第５項の規定に従って

表示が付されていること。 

圧縮アセチレンガス等の

貯蔵等の届出 

火災の予防又は消火活動に重大な支障を生ずるおそれのある物資の貯蔵又は取

扱い（貯蔵又は取扱いを廃止した場合を含む。）の届出（消防法第９条の３第１

項ただし書に規定する場合を除く。）がされていること。 

消防用設備等又は特殊消防

用設備等の設置及び維持 

・消防用設備等又は特殊消防用設備等が、消防法第１７条、第１７条の２の５

及び第１７条の３並びにこれらに基づく命令で定める技術上の基準又は設備等

設置維持計画に従って設置されていること。 

・消防用設備等の設置に当たり、消防法施行令（昭和３６年政令第３７号）第

３２条の特例を受けている場合は、当該特例により消防用設備等が設置されて

いること。なお、消防法施行令の一部を改正する政令（平成１６年政令第１９

号）附則第２条の規定により、なお従前の例によることとされている特殊の消

防用設備等その他の設備については、当該従前の例により設置されていること。

・消防法第１７条の３の２に基づき届出がされ、当該届出に基づき検査済証が

消防機関から交付されていること。 

法又は法に基づく命令に

規定する事項に関し市長

が定める事項 

法又は法に基づく命令に規定する事項に関し市長が定める基準（別表第２）を

満たしていること。 

備考 点検項目に係る消防法令の基準が点検対象の旅館、ホテル等に適用がない場合は、当該点検項目を

除外する。 

 

 



別表第２（別表第１関係） 

   消防法施行規則第４条の２の６第１項第９号の規定に基づく点検基準 

点検項目 点 検 基 準 

火
を
使
用
す
る
設
備
の
位
置
・
構
造
及
び
管
理
等 

火
を
使
用
す
る
設
備
等 

設備の位置 

設備から一定の数値以上の距離を要する建築物等の部分及び可燃性の物品に

炭化状態が見られないこと。 

※ 火花を生ずる設備及び放電加工機を除く。 

設備の管理 

・設備及びその附属設備に破損、亀裂及び燃料漏れ（気体又は液体燃料を使用

する設備に限る。）がないこと。 

※ 掘りごたつ及びいろり並びに放電加工機を除く。 

・厨房設備の天蓋及び天蓋と接続する排気ダクト内の清掃が行われているこ

と。 
火
を
使
用
す
る
器
具
等 

器具の取扱い 

・器具から一定の数値以上の距離を要する建築物等の部分及び可燃性の物品に

炭化状態が見られないこと。 

・不燃性の床上又は台上で使用していること。 

火
の
使
用
に
関
す
る
制
限
等 

喫煙等の制限 

・禁止場所において、禁止行為を行っていないこと。 

※ 消防長から禁止場所での禁止行為について火災予防上支障がないと認め

られている場合は、解除承認等書類により確認すること。 

・禁止場所には、大府市火災予防条例（昭和４５年大府市条例第９１号）に定

める標識が設置されていること。 

・喫煙が全面的に禁止されている防火対象物について、「禁煙」と表示した標

識の設置その他の全面的な喫煙の禁止を確保するために消防長が火災予防上

必要と認める措置が行われていること。 
・喫煙が全面的に禁止されている防火対象物以外の防火対象物について、吸殻

容器を設置した喫煙所が設けられ、大府市火災予防条例で定める標識が設置さ

れていること。 
・劇場等において階ごとに喫煙所を設けない場合は、禁煙を確保するために消

防長が火災予防上必要と認める措置が行われていること。 

がん具用煙火の制

限 
蓋のある不燃性の容器に入れるか、防炎処理した覆いをしていること。 

届出 
届出を要する火を使用する設備等を設置している場合は、消防長に届出がされ

ていること。 

指
定
数
量
未
満
の
危
険
物
の
貯
蔵
又
は
取
扱
い 

貯蔵又は取扱い数量 指定数量以上の危険物が貯蔵又は取扱いされていないこと。 

火気の使用制限 みだりに火気が使用されていないこと。 

漏れ、あふれ又は飛散

の防止 
危険物が漏れ、あふれ又は飛散がないこと。 

容器 容器に破損、著しい腐食、さけめ等がないこと。 

少

量

危

険

物 

計器類に関する監 

視 
設置された計器類（温度計、湿度計、圧力計等）が機能していること。 

タンク本体 

・タンクに著しいさびがないこと。 

・引火防止装置に目詰まり、著しい損傷及び腐食がないこと。 

・流出を防止するための措置に著しい破損、亀裂等がないこと。 

配管 著しい損傷及び腐食がないこと。 

届出 

指定数量の５分の１以上（個人の住居で貯蔵し、又は取り扱う場合にあっては、

指定数量の２分の１以上）指定数量未満の危険物を貯蔵し、又は取り扱ってい

る場合は、消防長に届出がされていること。 

 

 



 

 

点検項目 点 検 基 準 

指
定
可
燃
物
等
の
貯
蔵
又
は
取
扱
い 

可
燃
性
液
体
類
等 

火気の使用制限 みだりに火気が使用されていないこと。 

漏れ、あふれ又は

飛散の防止 
可燃性液体類等が漏れ、あふれ又は飛散がないこと。 

容器 容器に破損、著しい腐食、さけめ等がないこと。 

計器類に関する監

視 
設置された計器類（温度計、湿度計、圧力計等）が機能していること。 

タンク本体 

・タンクに著しいさびがないこと。 

・引火防止装置に目詰まり、著しい損傷及び腐食がないこと。 

・流出を防止するための措置に著しい破損、亀裂等がないこと。 

配管 著しい損傷及び腐食がないこと。 

綿
花
類
等 

火気の使用制限 みだりに火気が使用されていないこと。 

集積単位 一集積単位の面積に応じた集積単位相互間の距離が保たれていること。 

計器類に関する監

視（廃棄物固形化

燃料等を貯蔵し、

又は取り扱う場合） 

・温度測定装置が設置されていること。 
・設置された計器類（温度、水分量又は可燃性ガスを測定する装置等）が機能

し、水分管理又は発熱状況の監視が適切に実施されていること。 

届出 

定められた数量の５倍以上の数量（可燃性固体類等及び合成樹脂類にあって

は、定められた数量）の指定可燃物を貯蔵し、又は取り扱っている場合は、消

防長に届出がされていること。 

備考 点検項目に係る消防法令の基準が申請防火対象物に適用がない場合は、当該点検項目は除外する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別図１（第７条関係） 

 

 
 
 
 
 
 
 



別図２（第７条関係） 
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